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写真 11 消波工の施工例  
 














































 本論文は，全 7 章で構成されている．各章における概要は以下のとおりである．  
 
 第 1 章では，研究の背景を述べ，背景を踏まえた研究の目的を述べた．  
 第 2 章では，本研究において，累積損傷を伴う消波工の消波性能変動特性を数値実
験による実験的検討アプローチを進めるため，まず，断面二次元モデルにより波・流
れ・地盤の相互作用について数値シミュレーションを迅速かつ容易に行うことが可能




は，後述する第 3 章，第 4 章で活用する．  




















































変形過程に関する実験的検討，海岸工学論文集，第 56 巻（2），pp.906910，2009．  
8）高山知司，辻尾大樹，安田誠宏：ライフサイクルコストを考慮した護岸被覆材の
最適設計，海岸工学論文集，第 53 巻，pp.856860，2006．  
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 式（2.2），（2.3）の λx,λv,λz は CM を慣性力係数とすれば次のように表され，右辺第 2
項が構造物から受ける慣性力の効果となる．  
 
    ( ) Mvvv Cγγλ −+= 1                       (2.4) 
    ( ) Mxxx Cγγλ −+= 1                        (2.5) 
    ( ) Mzzz Cγγλ −+= 1                        (2.6) 
 













= γ                    (2.7) 









= γ                    (2.8) 
 





ある VOF（Volume of Fluid）法が採用されている．VOF 法では，本来ステップ関数
となる「流体である・ない」を表す関数を計算セルごとに平均化した VOF 関数 F の
移流方程式と，「流体である，気体である，表面である（向きを含む）」というフラグ




関数 F の移流方程式は次のように表される．  
 



























 式（2.1），（2.2），（2.3）および，式（2.9）のソース項は次のように示される．  
 
    ( )tzqS p ,=                           (2.10) 
    ( )tzquS u ,=                           (2.11) 








,                      (2.12) 
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    ( )tzqFS F ,=                          (2.13) 
 
ここに，q(z,t)は格子間隔を xs として次式で表される．  
 







2,                         (2.14) 
 
 数値波動水路では，それぞれの造波モデルで 6 種類の造波関数（規則波用 5 種類，
不規則波用 1 種類）が利用できる．造波関数は，規則波の造波関数として，ストーク











なる．数値波動水路では，無反射モデルとして以下の 2 つが採用されている．  
 
（1）Sommerfeld の放射境界  
 境界条件として，以下に示す Sommerfeld の放射条件が設定されている．  
 










f                          (2.15) 
 












 ・x 方向流速の減衰項：－Dxu 














+= 0)1(θ                    (2.16) 
 ・z 方向流速の減衰項：－Dzw 































1）水深 h，周期 T から，次式により波長 L を求める．  
 










=                        (2.18) 
 
2）微小振幅波の造波理論から求まる造波板の片振幅 e を，次式から求める．  
 











=                    (2.19) 
ここに，H：波高である．  
 
3）片振幅 e と周期 T から定まる造波板の速度 u を，境界条件の x 方向流速として与え
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る．なお，境界からの水の流入をなくすために，x 方向流速に以下の補正 U を加え
る．  
 

















    ( ) ( )[ ]4315431231 75.0exp205.0 −−− −= fTfTHfS              (2.21) 
 





水位変動と流速を評価することとしている．すなわち，水位変動 η および流速 u,w は
以下のように表される．  
 







2cos επη                     (2.22) 
























2, αεππ       (2.23) 


















2, εππ            (2.24) 
 
ただし，α は流速計算の際にストレッチ法を適用するために必要となる Stokes Drift




    ( ) hkkgf mmm tanh2 2 =π                      (2.25) 
 
ここに，各周波数に対する初期位相 εm はランダムに与えており， mU は Stokes Drift
で，次式のように与えられる．  
 










= π                  (2.26) 
 
周波数 fm の成分波の振幅 am は，以下に示す 2 式により周波数スペクトルと関係づけ
られており，どちらかを選択する．  
 
    ( ) mmm ffSa = 22                         (2.27)
または，  
    ( ) mmm ffSa = 222 χ                         (2.28) 
 
ここに， 22χ ：自由度 2 のカイ自乗分布で，波浪統計量の変動性を再現したいときに考
慮する．  
 実際に式（2.23），（2.24），（2.26）をそのまま使用して水面 z＝η まで流速を計算す
ると，高周期波成分が水表面付近で非常に大きな流速値になってしまうため，数値波
動水路ではストレッチ法を採用している．ストレッチ法は理論的適用範囲を底面 z＝
－h から平均水面 z＝0 までと見なして，この範囲で流速を計算し，水位が正なら流速
分布を底面から水面までの範囲に投影して引き延ばして使用する．水位が負なら，線





    08.062.0 rU=α                           (2.29) 
 













 波浪統計では，連続 100 波程度の記録からでは波高の出現頻度に偏りが見られるこ
とが知られている．したがって，不規則波の造波を行うときは連続 100 波以上の波を
造波する必要があり，計算時間はこのことを考慮して設定する必要がある．本研究で





表現するには，1 周期あたり 4 点ないし 5 点以上は必要であると考えられる．よって，





（2）周波数スペクトルの係数   
 式（2.21）に示される，修正 Bretschneider･光易型の周波数スペクトルを使用する．
なお，0.205 を 0.257，0.75 を 1.03 に設定すると Bretschneider･光易型の周波数スペ
クトルとなる．  
 
（3）周波数 fm の選び方  
 周波数の選び方としては，下記①，②の 2 種類がある．  
 
①  周波数帯を等間隔に分割し，各区間内で 1 つの周波数を乱数により決定し，振幅は
スペクトルに応じて決定する（周波数等分割）．  




























 計算モジュール mtbmkG のオプションタブでは，乱数発生の初期値（ idum1，idum2，
idum3）の変更が可能である．idum1 の値は，周波数 fm の選び方が①の場合に式（2.22）
において，周波数 fm を設定する際に使用される． idum2 の値は，周波数 fm の選び方
が②の場合に式（2.28）において， 22χ を設定する際に使用される．idum3 の値は，式
（2.22）において，水位を計算する際の初期位相 εm を設定するために使用される．通
常の波群を変える場合には， idum3 の値を変更し， idum1 や idum2 の値は，設定に
応じて周波数や波浪統計量の変動性を変更したい場合に使用する．本研究では，周波
数 fm の選び方において①を選択しているため，波浪統計量や波群を変更する際は，













るので，格子比率を 5：1 までの範囲で設定するのが良いと指摘されている．また H/Z
については 5 以上に設定するのが望ましいと指摘されている．  
 そこで，本研究では，予備計算として勾配 1：1.5 の不透過斜面を対象に，水深 0.35m，
波高 0.05m，鉛直方向の格子間隔 Z＝0.01m を固定し，水平方向の格子間隔 X を 0.02，
0.025，0.03m の 3 種類変化させた計算より，それぞれの波形を比較した．X＝0.03m
の波高が他の X に比べて若干低くなったものの，3 ケースとも波形はほぼ同様となっ
た．以上の結果より，本研究では最終的に計算時間が短縮できる Z＝0.01m，X＝





VPDONER で，ドナーパラメータ 0.2 が推奨されている．この VPDONER は，1 次
精度の風上差分と 2 次精度の中心差分とのハイブリッドのスキームであり，ドナーパ

















 本研究で対象とする消波工の概略図を図 21 に示す．図に示すような被覆層（被覆
石，消波ブロック）とコア部の 2 層で構成される堤体断面をセルに分割する際，セル



































＝ 骨材の単位容積質量空隙率 % 1 100骨材の絶乾状態での密度
kg

































置き，試料をほぼ等しい 3 層に分けて詰め，各層ごとに容器を約 5cm 持ち上げて左右













ク（シーロック）6 種類を採用するものとし，コア（砂利）については 1 種類のみと







写真 21 シーロック模型  
No.1 No.2No.3 No.5 No.4 No.6
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表 21 被覆石・コアの諸元  
 被覆石  
コア  
質量の範囲(g) 3550g 5070g 70100g 100130g 130150g 
中央質量 (g) 42.5g 60.5g 85.5g 115.5g 140.5g 3.75g 
密度(kg/ℓ) 2.76 2.60 
空隙率  0.387 0.436 0.437 0.425 0.422 0.368 
 
 
表 22 消波ブロックの諸元  
 
標準型  B 型  
No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 
質量(g) 74g 247g 473g 232g 472g 283g 
密度(kg/ℓ) 2.30 



























図 22 実験水槽の概要図  
 
 





 実験水槽の概要図を図 22 に示す．水理模型実験では，波高計を沖側一様水深部に




 水理模型実験を行った消波工形状を図 23，24 に示す．本研究で対象とした消波工
形状は，図 23 に示す被覆石とコアからなる形状と，図 24 に示す消波工全体が消波
ブロックで構成された形状の 2 種類である．また，被覆層として採用したのは，表 21，
表 22 に示す被覆石 5 種類，消波ブロック 6 種類である．  
 実験条件であるが，被覆石を用いた実験の場合は水深 0.35m，消波ブロックを用い




 入射波は規則波とし，入射波高 0.05m，周期を 6 種類（1.0s，1.2s，1.4s，1.6s，




（4）抵抗係数 CD と慣性力係数 CM の設定  
 抵抗係数 CD と慣性力係数 CM は，図 22 に示す波高計 W1 での水位変動に関する計
測結果と，表 24 に示す CD，CM のすべての組み合わせでの数値解析結果の比較によ
り設定した．なお，コアについては，既往の研究を参考に CD＝1.5，CM＝2.0 に固定











波高計 W1 W2 W3 W4 W5 








図 24 消波工形状（消波ブロック：コア無）  
 
 
表 24 抵抗係数 CD と慣性力係数 CM の予備計算値  
 被覆層（被覆石，消波ブロック）  コア  
CD 0.5～3.0，0.5 間隔  1.5 
CM 0.5～3.0，0.5 間隔  2.0 
 
 
表 25 抵抗係数 CD と慣性力係数 CM の設定値  
消波工形式  
被覆層  コア  
CD CM CD CM 
被覆石（コア有）  2.0 2.0 1.5 2.0 



































 波高計 W1 での水位変動に関する計測結果と数値解析結果の比較検討の結果，被覆









周期毎に CD，CM の値を種々変化させて計算した結果，図 25 に示す結果とそれほど
変わらなかったことを確認している．本研究では，最終的に入射波周期に関係なく表
25 に示す CD，CM の設定値を用いることにした．  
 
 
    
      （被覆石の場合）           （消波ブロックの場合）  
 














































































































































































沈下のみを対象としている．図 32 にモデル図を示す．初期断面を DL＝0（被災レベ






 複合型被災のモデル化は，以下の 2 ケースを対象とする．  
 
（1）天端幅・天端高ともに被覆材 1 個分ずつ減少させるモデル  
 図 33 にモデル図を示す．初期断面を DL＝0（被災レベル 0）とし，被災が 1 段階




宜上，複合型被災モデル1 とする．  
 
（2）天端高は被覆材 1 個分，天端幅を天端高沈下率と同じ割合で減少させるモデル  
 図 34 にモデル図を示す．初期断面を DL＝0（被災レベル 0）とし，被災が 1 段階































































































は，半波長以上の空間波形が必要である．数値計算では，図 35 および表 31 に示す
水理模型実験での波高計 W1 と同様の位置となるよう，造波板から 13.23m のところ
から水平方向の計算格子間隔である X＝0.03m の等間隔で 90 個設定し，周期によっ





 造波板側の波高計から構造物斜面までの距離の 2 倍を波長で除し，所定の波高に達
するまでの波数を加えることで，解析開始波を求める．また，造波板から造波板側の
波高計までの距離の 2 倍を波長で除したものを解析開始波に加えることで，解析終了




























波高計 W1 W2 W3 W4 W5 
造波板からの距離(m) 13.23 13.53 13.73 18.24 護岸法先 
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表 32 各水深・周期における解析対象波  
水深 周期 波長 解析対象波 
h(m) T(s) L(m) 開始波 終了波
0.35 
1.0 1.42 20 26 
1.2 1.86 15 22 
1.4 2.28 11 16 
1.6 2.69 9 13 
1.8 3.09 8 11 
2.0 3.49 6 10 
0.30 
1.0 1.37 18 27 
1.2 1.77 13 21 
1.4 2.15 10 17 
1.6 2.53 9 14 
1.8 2.89 7 12 










 入力波高値の設定に当たり，図 35 における波高計 W1 での水位変動を用いて個々
の波高を算定し，図 36 に示すように，波高が安定した後の波から反射波到達までの
波を対象に，4～6 波の波高の平均値（観測波高 Hex）を求めた．図 37 は入力波高 Hin
と観測波高 Hex の比較を行った検定結果の一例を示したものである（水深 h＝0.30m，
周期 T＝1.0s）．同図より，Hex＝0.887Hin の関係式（入力波高と観測波高の比率：0.887）
を得た．同様に，その他の各周期・水深における入力波高 Hin と観測波高 Hex の検定結
















図 37 通過波検定結果の例（h＝0.30m，T＝1.0s）  
 
 
表 33 通過波検定結果（Hin と Hex の比率）  
水深 h 
周期 T 
1.0s 1.2s 1.4s 1.6s 1.8s 2.0s 
0.35m 0.893 0.992 1.013 1.036 0.950 1.014 











DONOR スキームパラメータを 0.2 程度に設定するのが効果的である．その上で，合














値を標準スペクトルに乗じた値を式（2.27），（2.28）の S(f)として使用する．  
 具体的には，目標の周波数スペクトルを S t(f)，CADMASSURF で計算しスペクト
ル解析した結果を Sc(1)(f)とすると，S t(f)/Sc(1)(f)をファイル出力して補正値として使用
すればよい．さらに合わせ込みを行う場合は，この補正を施した 2 回目の計算により





 不規則波の検定における数値波動実験の実験概要図を図 38 に，波高計設置位置を
表 34 に示す．本研究では，水路長を約 30m，解析領域を造波板から約 19m と設定
している．また，水槽前後の解析領域端の影響を抑えるために，造波板背後（沖側）







いては，有義波周期 1.6s の修正 Bretschneider･光易型スペクトルを用いて不規則波




図 38 検定用数値波動実験概要図  
 
 








 第 2 章で設定したデータを採用する．すなわち，計算格子間隔は，水平方向 X＝





 本研究では，上記（1）に示す設定を行い，造波板付近の波高計 W0 と構造物設置
位置付近の波高計 W2 で測定された水位変動を用いて，スペクトルの合わせ込みを行













5.0m 1.0m 19.2m 5.0m
Ｗ0 Ｗ1 Ｗ2
波高計 W0 W1 W2 











































































































































 入力波高値の設定にあたり，図 38 に示す波高計 W1（造波板から 13.2m の位置）
の水位変動と，波高計 W2（構造物設置位置付近）での水位変動を用いて，ゼロダウ
ンクロス法により個々の波高を算定し，有義波高（観測波高）を求めた．本計算に用
いる造波時間は 960s であるが，1 ケースの計算時間が長いため，ここでも造波時間を
200s に設定して，通過波検定を行った．なお，有義波周期は（2）で述べた 1.6s であ
る．通過波検定の結果を図 315，表 35 に示す．  
 この通過波検定により，水理模型実験の有義波高は約 10cm のため，入力波高値は
約 12cm が妥当だと考えられる．図 316 は本計算における数値波動水路の概要図であ




































図 316 数値波動水路の概要図  
 
 






 数値波動水路には，不規則波信号を作成するための計算モジュール mtbmkG が用意





















波高計 W1 波高計 W2 
10 8.88 8.78 
11 9.42 9.34 
12 10.01 9.96 
13 10.47 10.30 
波高計 W1 W2 W3 W4 W5 




 周波数スペクトルは修正 Bretschneider･光易型とし，不規則波の有義波高 H1/3 は先
に述べたように 11.0cm，有義波周期 T1/3 は 1.60s と設定した．  
 
（2）不規則波の種類  
 本研究では，オプションパラメータ idum1 と idum3 に対して，表 37 の値を設定
し，15 種類の不規則波（それらを WAVE1～WAVE15 と称する）を対象とした．  
 
（3）造波不規則波の特性 
 表 37 に示す 15 種類の不規則波については，3.3.3 で述べたように，スペクトルの
合わせ込みより不規則波の造波検定を行っている．15 種類の不規則波の波浪特性は，
図 38 に示す波高計 W2（構造物設置位置付近）で観測された水位変動の統計解析よ
り，表 38 に示す結果となった．平均連長は，設定波高を有義波高にしたときの全て
の連長の平均値を示す．また，越波に関しては，波高の大きな波が関係すると考え，
H1/3 超過波数も併せて表 38 に示している．15 種類の不規則波は，目標有義波高およ
び周期に対して多少の誤差はあるものの，有義波高 9.5cm，有義波周期 1.75s，平均




表 37 不規則波 15 種類における idum1， idum3 の組み合わせ  
Case No. idum1 idum3 
WAVE1 69897 84509 
WAVE2 39897 44509 
WAVE3 30000 44509 
WAVE4 19897 24509 
WAVE5 1000 84509 
WAVE6 39897 84509 
WAVE7 90000 84509 
WAVE8 69897 1000 
WAVE9 69897 100000 
WAVE10 69897 44509 
WAVE11 69897 24509 
WAVE12 69897 64509 
WAVE13 19897 84509 
WAVE14 59897 84509 
WAVE15 59897 64509 
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表 38 造波不規則波の波浪特性  
Case No. H1/3(cm) T1/3(s) 平均連長  H1/3 超過波数  
WAVE1 9.38 1.73 1.11 30 
WAVE2 9.39 1.81 1.08 28 
WAVE3 9.55 1.75 1.13 27 
WAVE4 9.61 1.75 1.11 30 
WAVE5 9.53 1.73 1.03 31 
WAVE6 9.62 1.76 1.13 34 
WAVE7 9.40 1.75 1.15 31 
WAVE8 9.72 1.75 1.21 35 
WAVE9 9.41 1.75 1.13 34 
WAVE10 9.64 1.72 1.14 33 
WAVE11 9.31 1.73 1.08 28 
WAVE12 9.47 1.72 1.27 33 
WAVE13 9.60 1.71 1.15 39 
WAVE14 9.50 1.74 1.07 32 





























































 基礎マウンドや傾斜堤の被覆材の安定質量 M は，一般に次式のハドソン式で算定さ
れる．  










ρ                         (3.1) 
 
ここに，HD：設計波高（安定限界波高），NS：安定数，ρr：被覆材の密度，Sr：被覆材
の密度と海水の密度 ρw との比である．  
 式（3.1）を設計波高 HD について展開すると，次式のように表される．  
 


















                     (3.2) 
 










−−= mrHS INPSCN       ( )0, rmr II <          (3.3) 

















=                         (3.5) 
    ( )[ ] ( )5.015.031.00 tan2.6 += PSr PI α                   (3.6) 
 
ここに，Hm0：スペクトル有義波高，L0,m：平均周期に対する深海波長（＝1.56T2）で
ある．式（3.3），（3.4）より Ir,m,Ir0 の値を比較し，Ir,m＜Ir0 ならば巻き波型波浪条件を
採用し， Ir,m≧Ir0 ならば寄せ波型波浪条件を採用する．  
 本研究では，CH は波が砕波減衰を受ける前として 1.0，S は被覆材の被害度の指数
であって，断面の侵食された面積 A と代表粒径 Dn から S＝A/Dn2 で表される．NS の算
定には S＝1 を用い，P は 0.4，N の値は高波が 6 時間程度続くと仮定して 2000 波 6)
とした．また，周期 T は 1.0，1.2，1.4，1.6，1.8，2.0s の 6 ケースとした．  








依存する定数である．本研究では，N0d を 0.2，N は上記と同様に 2000 波とした．な
お，本研究で採用しているシーロックにおいては，標準型，B 型ともに cotαs＝1.3 の
ときに，a＝2.32 と b＝1.45，cotαs＝1.5 のときには，a＝2.32 と b＝1.56 の値が得ら
れている．  
 以上の諸数値により求まった安定数 NS を式（3.2）に代入し，被覆材に対する設計
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波高 HD を求める．HD の算定にあたっては，HD の値と初期値として与えたスペクトル
有義波高 H0m の値の誤差が 0.01cm 以下になるように繰り返し計算を行うことにより，
各周期における設計波高 HD を決定した．以上の算定結果と，波形勾配（HD/L0,m）を
表 39，310 に示す．なお，表中にある CADMASSURF 入力値であるが，3.3.2（2）
入力波高値の設定で検討を行った，入力波高 H in と観測波高 Hex の検定結果から求めら
















周期(s) 1.0 1.2 1.4 1.6 1.8 2.0 1.0 1.2 1.4 1.6 1.8 2.0
被覆層
勾配
設計波高(m) 0.054 0.049 0.052 0.054 0.056 0.058 0.066 0.058 0.053 0.055 0.058 0.060
CADMAS入力値(m) 0.061 0.050 0.051 0.052 0.059 0.058 0.074 0.059 0.052 0.054 0.061 0.059
波形勾配 0.035 0.022 0.017 0.014 0.011 0.009 0.042 0.026 0.017 0.014 0.011 0.010
被覆層
勾配
設計波高(m) 0.064 0.056 0.057 0.060 0.062 0.064 0.077 0.068 0.062 0.061 0.064 0.066
CADMAS入力値(m) 0.071 0.057 0.056 0.058 0.065 0.063 0.086 0.069 0.061 0.059 0.067 0.065
波形勾配 0.041 0.025 0.019 0.015 0.012 0.010 0.049 0.030 0.020 0.015 0.013 0.011
被覆層
勾配
設計波高(m) 0.074 0.066 0.063 0.066 0.068 0.071 0.090 0.080 0.072 0.067 0.070 0.073
CADMAS入力値(m) 0.083 0.066 0.062 0.063 0.072 0.070 0.101 0.080 0.071 0.065 0.074 0.072
波形勾配 0.048 0.029 0.021 0.016 0.014 0.011 0.058 0.035 0.023 0.017 0.014 0.012
被覆層
勾配
設計波高(m) 0.085 0.075 0.068 0.072 0.074 0.077 0.103 0.091 0.082 0.075 0.076 0.079
CADMAS入力値(m) 0.095 0.076 0.068 0.069 0.078 0.076 0.115 0.092 0.081 0.072 0.080 0.078
波形勾配 0.054 0.033 0.022 0.018 0.015 0.012 0.066 0.040 0.027 0.019 0.015 0.013
被覆層
勾配
設計波高(m) 0.093 0.082 0.074 0.076 0.079 0.081 0.112 0.099 0.090 0.082 0.080 0.083
CADMAS入力値(m) 0.104 0.083 0.073 0.073 0.083 0.080 0.125 0.100 0.088 0.079 0.085 0.082




























CADMAS入力値(m) 0.064 0.057 0.056 0.055 0.060 0.056 0.069 0.062 0.060 0.059 0.064 0.060




CADMAS入力値(m) 0.095 0.086 0.084 0.082 0.089 0.084 0.102 0.092 0.090 0.088 0.096 0.090




CADMAS入力値(m) 0.118 0.107 0.104 0.102 0.111 0.104 0.127 0.115 0.112 0.110 0.120 0.112




CADMAS入力値(m) 0.093 0.084 0.082 0.080 0.088 0.082 0.100 0.090 0.088 0.086 0.094 0.088




CADMAS入力値(m) 0.118 0.106 0.104 0.102 0.111 0.104 0.127 0.114 0.112 0.109 0.119 0.111




CADMAS入力値(m) 0.100 0.090 0.088 0.086 0.094 0.088 0.107 0.096 0.094 0.092 0.101 0.094



































 規則波での数値実験においては，以下に示す 1 つの累積損傷断面のみを検討対象と
し，被覆層としては被覆石と消波ブロックを対象とした．図 318 に複合型被災モデ
ル1 における断面図，表 311，312 に消波工諸元および解析条件を示す．  
 
①  複合型被災モデル 1（天端幅・天端高ともに被覆材を 1 個分ずつ減少させるモデル） 
 
 
図 318 複合型被災モデル1 断面図  
（天端幅・天端高ともに被覆材を 1 個分ずつ減少させるモデル）  
 
 
表 311 複合型被災モデル1－消波工諸元・解析条件（被覆石）  
 
被覆石  
3550g 5070g 70100g 100130g 130150g 
中央質量 (g) 42.5g 60.5g 85.5g 115.5g 140.5g 
密度(kg/ℓ) 2.76 
代表粒径 Dn(m) 0.025 0.028 0.031 0.035 0.037 
空隙率  0.387 0.436 0.437 0.425 0.422 
抵抗係数 CD  2.0 
慣性力係数 CM 2.0 
水深(m) 0.35 
コア高 (m) 0.35 
堤体高 (m) 0.50 
法面勾配  1:1.5,1:2.0 (2 ケース ) 
波高 H(m) 0.05,表 38 に示す設計波高(安定限界波高 ) (2 ケース ) 




























表 312 複合型被災モデル1－消波工諸元・解析条件（消波ブロック）  
 
消波ブロック  
No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 
質量(g) 74g 247g 473g 232g 472g 283g 
密度(kg/ℓ) 2.30 
代表粒径 Dn(m) 0.032 0.048 0.059 0.047 0.059 0.050 
空隙率  0.50 
抵抗係数 CD  1.0 
慣性力係数 CM 1.2 
水深(m) 0.30 
コア高 (m) 0.00 
堤体高 (m) 0.40 
法面勾配  1:1.5,1:2.0 (2 ケース ) 
波高 H(m) 0.05 
周期 T(s) 1.0,1.2,1.4,1.6,1.8,2.0 (6 ケース ) 
 No.1 No.2 No.3 No.4 No.6  
質量(g) 74g 247g 473g 232g 283g  
密度(kg/ℓ) 2.30  
代表粒径 Dn(m) 0.032 0.048 0.059 0.047 0.050  
空隙率  0.50  
抵抗係数 CD  1.0  
慣性力係数 CM 1.2  
水深(m) 0.35  
コア高 (m) 0.00  
堤体高 (m) 0.50  
法面勾配  1:1.3,1:1.5 (2 ケース )  
波高 H(m) 表 39 に示す設計波高(安定限界波高 )  










 不規則波での数値実験においては，以下に示す 2 つの累積損傷断面を検討対象とし，
被覆層としては被覆石のみを対象とした．  
①  天端被災モデル  





 図 319 に天端被災モデルにおける断面図，表 313 に各被災レベル（DL＝0～4）




図 319 天端被災モデル断面図  
 
 
表 313 各被災レベルにおける天端高と天端幅との関係表  
（天端被災モデル）  
被災レベル DL 天端高 (cm) 天端幅 (cm) 
0 15.0 10.00 
1 12.5 13.75 
2 10.0 17.50 
3 7.5 21.25 
























中央質量 (g) 42.5g 
密度(kg/ℓ) 2.76 
代表粒径 Dn(m) 0.025 
空隙率  0.387 
抵抗係数 CD  2.0 
慣性力係数 CM 2.0 
水深(m) 0.35 
コア高 (m) 0.35 
堤体高 (m) 0.50 
天端幅 (m) 0.10 
法面勾配  1:1.5 
被災レベル DL 0(初期断面 )～4(被覆材 4 個分沈下) 
有義波高 H1/3(m) 0.11 
有義波周期 T1/3(s) 1.60 
検討不規則波  WAVE1～WAVE10 (10 ケース ) 
 
 
（2）複合型被災モデル 2（天端高は被覆材 1 個分，天端幅を天端沈下率と同じ割合
で減少させるモデル）  
 図 320 に複合型被災モデル 2 における断面図，表 315 に各被災レベル（DL＝0～
4）における天端高と天端幅の関係を，表 316 に消波工諸元および解析条件を示す． 
 
 




















表 315 各被災レベルにおける天端高と天端幅との関係表  
（複合型被災モデル 2）  
被災レベル DL 天端高 (cm) 天端幅 (cm) 
0 15.0 10.00 
1 12.5 8.33 
2 10.0 6.67 
3 7.5 5.00 
4 5.0 3.33 
 
 




中央質量 (g) 42.5g 
密度(kg/ℓ) 2.76 
代表粒径 Dn(m) 0.025 
空隙率  0.387 
抵抗係数 CD  2.0 
慣性力係数 CM 2.0 
水深(m) 0.35 
コア高 (m) 0.35 
堤体高 (m) 0.50 
天端幅 (m) 0.10 
法面勾配  1:1.5 
被災レベル DL 0(初期断面 )～4(被覆材 4 個分沈下) 
有義波高 H1/3(m) 0.11 
有義波周期 T1/3(s) 1.60 





 本研究では，消波性能指標として，①反射率，②越波流量の 2 つを対象とし，累積
損傷を伴う消波工の消波性能の変動特性について検討を行う．なお，②越波流量につ
いては不規則波のみを対象として検討を行う．また，反射率の算出にあたっては，合




図 321 数値波動水路の概要図（規則波）  
 
 






図 322 数値波動水路の概要図（不規則波）  
 
 
表 318 波高計設置位置（不規則波）  
 
 



























波高計 W1 W2 W3 W4 W5 
造波板からの距離(m) 13.23 13.53 13.73 18.24 護岸法先 
波高計 W1 W2 W3 W4 W5 




 数値波動水路における越波量の算定方法は，護岸背後に設けた越波升内の VOF 関
数 F 値の面積積分を求め，水塊が流入することで生じる F 値の変化から越波量 Q を求
めている．  
 
    = −∫∫ ∫∫t iniQ F dxdz F dxdz                      (3.8) 
 
ここで，F t,F ini は，それぞれある時刻および初期状態における VOF 関数 F 値である． 
 次に，越波流量 q は次式を用いて計算される．  
 
    
T
Q
q =                              (3.9) 
 
ここに，T：越波作用時間である．  







 図 323，図 324 は，複合型被災モデル 1 における数値波動水路での数値実験から
得られた各被災レベルに対する反射率について，波形勾配別に示した一例である．図
323 が砕石を対象としたもので，（a）が砕石 35～50g（代表粒径：0.025m），（b）が
砕石 130～150g（代表粒径：0.037m）の解析結果である．図 324 は消波ブロックを
対象としたもので，（a）が消波ブロック No.1_74g（代表粒径：0.032m），（b）が消波
ブロック No.3_473g（代表粒径：0.059m）の解析結果である．図 323，図 324 とも






 図 323 の（a），（b）より，法面勾配の違いによる反射率の変動傾向は，被災レベ













（a）砕石 35～50g（法面勾配 1：1.5，1：2.0）  
 
  
（b）砕石 130～150g（法面勾配 1：1.5，1：2.0）  
 




 図 323 の（a），（b）より，砕石質量の違いによる反射率の変動傾向は，被災レベ
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様性は認められない．また，DL＝2 から DL＝3 での変動量について見てみると，砕













































（a）消波ブロック No.1_74g（法面勾配 1：1.5，1：2.0）  
 
  
（b）消波ブロック No.3_473g（法面勾配 1：1.5，1：2.0）  
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・反射率 KR の変動特性  
 図 325 は，15 種類の不規則波の内，WAVE1 から WAVE10 の 10 種類を対象に，
被災レベルの増加に伴う反射率の変動特性を示したものである．  



























の影響よりも，天端幅が DL＝0（初期断面）の 2.5 倍まで長くなることによる天端上
部でのエネルギーロスが卓越したためと推察される．  
 
・越波流量 q の変動特性  







































（2）複合型被災モデル 2 における消波性能変動特性 
 ここでは，不規則波浪場を対象とした複合型被災モデル 2 における消波性能変動特
性について，数値実験結果より，反射率および越波流量の変動特性を考察する． 
・反射率 KR の変動特性  
 図 327 は，15 種類の不規則波を対象に，被災レベルの増加に伴う反射率の変動特
性を示したものである．  





 次に，被災進行に伴う反射率の変動傾向であるが，被災レベル DL＝2 まで減少傾向


























































































































































































































































































































 ニューロンのモデルであるユニットとしては，図 41 に示すような多入力，1 出力
といった簡略化されたモデルが通常用いられる．ユニット間は神経線維にあたるシナ
プスで結ばれ，信号は一方向に伝わる．ユニットでは，シナプスからの入力信号 x i は，
ある重み（結合荷重）w i がかけられ加算され，さらに閾値 γk が差し引かれた値 p がユ
ニットに入力され，応答関数に応じた出力信号 y＝ f(p)を伝達する．  
 ニューラルネットワークにおける応答関数として，よく用いられるのはシグモイド





















































法として Bayesian 法がある．  
 バックプロパゲーションアルゴリズムには，パフォーマンス関数が最も早く減少す
る勾配の負の方向に結合荷重と閾値を更新する勾配降下法や数値最適化手法に基づく










ユニット，出力層ユニットについては，間瀬 3)，間瀬・酒井 4)および斉藤ら 6)の研究





















た教師データとしては，規則波を対象とした複合型被災モデル1 が表 311，表 312，











表 41 複合型被災モデル1 における入力項目（規則波）  
 入力項目  項目数  
被災に関する諸量  天端幅 /代表粒径，天端沈下量 /代表粒径，被災後の法面勾配  3 項目  
堤体諸元  法先水深，天端高，コア高，法面勾配，  被覆材の代表粒径および空隙率  6 項目  
設計波浪条件  波高，周期  2 項目  
 
 
表 42 天端被災モデルにおける入力項目（不規則波）  
 入力項目  項目数  
被災に関する諸量  
天端幅，天端沈下量 /代表粒径，  
被災後の法面勾配，  
天端沈下率，水平減少率  
5 項目  
堤体諸元  法先水深，天端高，コア高，法面勾配，  被覆材の代表粒径および空隙率  6 項目  




表 43 複合型被災モデル2 における入力項目（不規則波）  
 入力項目  項目数  
被災に関する諸量  
天端幅，天端沈下量 /代表粒径，  
被災後の法面勾配，  
天端沈下率，水平減少率  
5 項目  
堤体諸元  法先水深，天端高，コア高，法面勾配，  被覆材の代表粒径および空隙率  6 項目  









 不規則波については，第 3 章における越波流量の考察より，不規則波の波列構成を
考慮する必要があるが，それを的確に表現できるパラメータがないことから，ここで












場合がそれぞれ 24，13 を試行計算より設定した．  
 なお，規則波を対象としたケースについても同様に試行計算を行い，中間層ユニッ












































       砕石  消波ブロック
 DL=0           
 DL=1          
 DL=2          




 図 44，図 45 は，天端被災および複合型被災モデル2 を対象とした水理模型実験
より得られた反射率の実験結果と，ニューラルネットワークを用いた評価システムに









































 図 46，図 47 は，天端被災および複合型被災モデル2 を対象とした水理模型実験
より得られた越波流量の実験結果と，ニューラルネットワークを用いた評価システム
による越波流量の予測結果を比較したものである．図 46 が天端被災モデル，図 47
が複合型被災モデル 2 の比較図である．また，数値実験での越波流量に関する統計量
を表 44，表 45 に示す．これらの図より，本研究で構築された天端被災モデルおよ
び複合型被災モデル 2 における被覆層の累積損傷に伴う越波流量に関する評価シス
テムは，天端被災モデルの場合は±50％，複合型被災モデル 2 の場合は±40％の誤差




図 46 越波流量に関する予測値と実験値の比較（不規則波：天端被災モデル）  
 
 




平均値 5 標準偏差 σ 変動係数 σ/5 
0 0.040 0.025 0.613 
1 0.046 0.035 0.777 
2 0.043 0.031 0.722 
3 0.038 0.026 0.680 























 しかしながら，表 44，表 45 に示されている数値実験での越波流量に関する統計
量を見てみると，変動係数（＝標準偏差 /平均値）がそれぞれ，天端被災モデルの場合








図 47 越波流量に関する予測値と実験値の比較（不規則波：複合型被災モデル2）  
 
 




平均値 5 標準偏差 σ 変動係数 σ/5 
0 0.035 0.023 0.656 
1 0.076 0.033 0.439 
2 0.074 0.050 0.682 
3 0.083 0.043 0.515 
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    ( ){ } 1Pr jFjtN ==
 
確率変数 Z j は， j 回の異常波浪により累積された損傷量であり，その分布関数は次式
で表される．  
 
    { } ( ) (=≤ jj GxZPr
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5
51 衝撃型累積損傷モデル概要図  
2)より，平均 λ1 の定常ポアソン過程（
N(t)を，時刻 t までに発生する異常波浪の回数
t までに j 回の異常波浪が襲来する確率は，次式とし







λλ −=                 
) ( ) ( ) ( )∫ −−=
x j ydGyxGx
0
1              





 関数 G(j)(x)は，分布関数 G
損傷量が x 以下である確率を表している．また，以下を付記する．
 



































0                       

52 に示す．
図 52 限界制御モデル概要図  













浪により発生する損傷量を確率変数 Y j で表す．確率変数 Y j は， j に対し独立かつ同一
な確率分布（ independent identically distributed：以後 i.i.d）であると仮定する．
以上より， j 回の異常波浪により累積された損傷量 ( )∑ == ji ij YZ 1 は，次式として求まる． 
 
    { } ( ) ( ) ( ) ( ) ( )∫ −−==≤ x jjj ydGyxGxGxZ 0 1Pr               (5.4) 
 
関数 G(j)(x)は，分布関数 G(x)の j 重畳み込みであり，j 回の異常波浪により累積される
損傷量が x 以下である確率を表している．また，以下を付記する．  
 












xG                       (5.5) 
 
供用期間 T における，総期待保全費用 CT(k)を導出する．各再生区間における期待保
全費用は，確率過程の再生性が保たれることから，どの再生区間においても同じ値を
とる．予防保全レベル k をもつ消波施設における第 j 再生区間の保全費用を V j(k)とす
る．ただし， j≠NT(k)＋1 とする．NT(k)は供用期間 T 中の再生回数を数え上げる計数
過程である．その期待保全費用 E[Vj(k)]は，期待事後保全費用と期待予防保全費用の
和として求まる．期待事後保全費用 E[Vj1(k)]は，次式として表される．  
 
    ( )[ ] ( ) ( ) ( )xdGxKGckVE i
i
k





1                 (5.6) 
 
 次に，期待予防保全費用 E[V j2(k)]は，次式として表される．  
 









2             (5.7) 
 
以上より，第 j 区間における期待保全費用 E[Vj(k)]は，次式として導出される．  
 
    ( )[ ] ( )[ ] ( )[ ] ( )( )kNjkVEkVEkVE Tjjj ,,2,121 ⋅⋅⋅=+=          (5.8) 
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( )[ ]
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+=            (5.9) 
 
ここに，E[Rj(k)]は，第 j 再生区間長 Rj(k)の期待値を表し，次式として求められる．  
 















∞               (5.10) 
 
関数 M(k)は，損傷過程に対する再生関数とも呼ばれ，次式として定義される．  
 






kGkM                         (5.11) 
 
関数 M(k)の現象的意味は，累積損傷量が k に至るまで，平均何回の異常波浪が襲来す
るかを表している．関数 Var[Rj(k)]は，第 j 再生区間長 Rj(k)の分散を表しており，次式
として求められる．  
 































           (5.12) 
 
以上，式（5.8），（5.9），および Wald's の関係式 4)より，供用期間 T を考慮した消波
施設の総期待保全費用は，次式として求めることができる．  
 
    ( ) ( )[ ] ( )[ ] ( )[ ] ( )( )kNjVEkVEkHkC TkNjTT T ,,2,11 1 ⋅⋅⋅=−+= +      (5.13) 
 
ここで，関数 E[VNT(k)+1]は，  
 
    ( )[ ] ( ) ( )[ ] ( )


















    (5.14) 
 
ここに，c1 は事後保全費用，c2 は予防保全費用とし，c1＞c2 とする．なお，上記，有











全機会である累積損傷量 k，もしくは再生点（新設時を含む）からの経過年齢が TR の
いずれかに達したとき，予防保全を実施する問題へと拡張する．この拡張問題は，TR


















   (5.15) 
 
以降，上式における期待確率量を求める．  
 消波施設が要求性能を喪失する前に，予防取替年齢 TR において予防保全される確
率は，次式として求まる．  
 







11 ,                    (5.16) 
 
消波施設が要求性能を喪失する前に，異常波浪襲来後，累積損傷量が k 以上 K 未満と
なり予防保全される確率は，次式として求まる．  
 









,         (5.17) 
 














,              (5.18) 
 
ここに， ( ) ( )xGxG −≡ 1 である．以上，式（5.16）～式（5.18）より，1 再生区間に必要
とされる期待保全費用は，次式として導出される．  
 







j kTRAckTRAckTRA               (5.19) 
 
期待 1 再生区間長は，次式として求まる．  
 



























要条件を導く．式（5.21）を予防取替年齢 TR で偏微分し，0 と置くことにより，必要
条件は次式として導出される．  
 
    ( ) ( ) ( ) ( ) ( )
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+      (5.22) 
 
ここで，  
    ( ) ( ) ( ) ( ) ( )xGdxKGcckB jkj ∫ −−= 021                 (5.23) 
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kGTRHkBTRHkTRP   (5.24) 
 
 次に，式（5.21）を最小化する最適累積損傷量 k*の必要条件を導く．式（5.21）を
k で偏微分し，0 とおくとこにより，次式が求まる．  
 











+             (5.25) 
 
式（5.25）の左辺を P2(TR,k)とする．次式より，関数 P2(TR,k)は任意の TR(0<TR<∞)，
k(0<k<K)に対し，常に P1(TR,k)より大きい．  
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（3）累積損傷量 k による最適予防保全方策  




    ( ) ( )




































式（5.27）を制御変数 k で偏微分し，0 と置くことにより，CB(k)を最小化するための
必要条件は次式として導出される．  
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11λ                    (5.30) 
 
（4）予防取替年齢 TR による最適予防保全方策  
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=≡         (5.31) 
 
式（5.31）を制御変数 TR で偏微分し，0 と置くことにより，CA(TR)を最小化するため
の必要条件は次式として導出される．  
 























λ       (5.32) 
 
ここで，  















もし関数 Q1(TR)が TR に関する増加関数である場合，式（
Q1(∞)[1+M(K)]－1 までの増加関数となる．以上から，
立する場合，式（5.32）を満足する
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 図 54 は，図 53 の λ1＝1，λ1＝2 における断面図と，新たに λ1＝4 の場合を合成し








図 54 予防保全レベルに対する総期待保全費用  
 
 
 図 55，56 は，1 回の異常波浪により被る期待損傷量と，正規分布 N（1，0.25）
を基準とし，図 55 は相対的に損傷程度が小さい場合，図 56 は損傷程度が大きい場
合における総期待保全費用 CT(k)を表している．図 55 において，異常波浪 1 回あたり
の平均損傷が小さいほど，k*は大きく，CT(k*)は小さくなる．平均損傷が小さくなる場
合，各異常波浪により引き起こされる事後故障確率は減少する．このため，予防保全





えられる．図 56 においても，図 55 と同様な理由で総期待保全費用 CT(k)，および最
適予防保全レベル k*について説明ができる．  
 図 57 は，供用期間に対する総期待保全費用について示している．供用期間の違い



































 次に，施設破壊をもたらす外力の負荷量を確率変数 Y1 とし，確率分布関数 Φ1 を用
いて次式とする．  
 
    { } ( )xxYP 11 Φ≡≤                         (5.34) 
 
消波施設に破壊をもたらす Lm 以上の負荷をもたらす異常波浪襲来を，平均 λ2 の定常
ポアソン過程に従い発生すると仮定する．この Lm 以上の負荷をもたらす異常波浪を
他の波浪と区別するために以後，第 1 種波浪と呼ぶ．時刻 t までに j 回の第 1 種波浪
が襲来する確率は，次式として表される．  
 


















 消波施設は新設時，異常波浪等によりもたらされる外力に対し R0 の耐力をもつ．消
波施設の耐力は時間とともに衰え，消波施設の修復保全を実施しない限り回復するこ
とはない．耐力の衰えを非負かつ連続関数 ( ){ }0, ≥ttD と仮定する．消波ブロック新設
時から t 時間後の施設耐力は ( )tDR −0 となる．消波施設耐力劣化，第 1 種波浪襲来に









刻 t までに j 回の第 1 種波浪（ポアソン到着）がある場合，時間間隔
する j 個の事象で構成される順序統計量をもって第
ができる．時刻 t までに j
付確率は次式となる．  
 









{ } ( )xxYP 11 Φ≡≤ とする．全確率の法則により，時刻
率 ( )tZ 1 は次式として求まる
 











































































図 59 一定水準修復モデル概要図  
1 再生期間における期待事後保全回数は








ここで，関数 M(R1,t)は時刻 t までの平均事後保全回数を表す再生関数であり，次式と
して求められる．  
 










tZtRM                        (5.40) 
 
関数 ( )( )xZ jR1 は分布関数 ( )xZ R1 の j 重畳み込みである．また関数 ( )tZ R1 は，次式として与
えられ，施設耐力が R1 から減少した場合の施設破壊分布関数となる．  
 




    ( ) ( ) ( ) ( )1 1 1 1
0
1 ,= + + −∫
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    ( ) ( ) ( ) ( )111 RBRATNRC IITRI +=                  (5.45) 
 
（1）最適保全レベル R1*について  
 総期待保全費用を最小にする最適保全レベル R1*について考察する．本研究では，
供用期間 T が予防保全年齢 TR で割り切れる場合における最適保全レベル R1*につ
93 
 
いて考える．式（5.45）は変数 R1 の連続関数であることから，R1*が 0 以上 R0 未
満で存在するための必要条件は式（5.45）を R1 で偏微分し 0 と置くことにより，
次式として求まる．  
 



















α                  (5.46) 
    ( ) ( ) ( )1 1 1
0
, ,α = −∫
TR
R TR M R TR t dZ t                 (5.47) 
 
また，記号 ' は R1 に関する偏微分を意味し，任意の連続関数 Q(R1)に対し
( ) ( ) 111' RRQRQ ∂∂= である．また，十分条件については，次式としてまとめられる．式
(5.46)左を ( )11 β とおいた場合，  
 
















値実験における施設破壊に至る基本設定として，オランダ北西部 Den Helder の海




捉え，防波堤高をもって施設耐力と仮定する．ここで，初期堤高 R0＝4.61m， t 年後
の堤高（耐力）の低下を 0.07tm とした．各パラメータ値は断りがない限り，次のよ
うに設定する．施設破壊に無影響な負荷の最大値である最小負荷量を Lm＝2.19m と





ラメータ 2λ ＝0.5，つまり期待値的に 2 年に 1 度程度，第 1 種波浪が襲来すると仮定
する．また，供用期間 T を 100 年とする．確率変数 Y1 の分布 Φ1 は，以下の一般化パ
レート分布 8)として与え， { } ( )xxYP 11 Φ≡≤ と記す．  
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xYP              (5.49) 
 
一定水準修復モデルにおける事後保全費用は，修復レベル R1 に依存する項，緊急対
応および社会的損失を表すペナルティ項 cd により構成する．予防保全費用 cp を単位費
用（cp＝1）とし，事後保全費用を次式として定義する．  
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 図 510，図 511 は修復レベルに対する総期待保全費用を，3 種類の予防保全年齢
期間 T＝10，13，17（単位：年）のもと，それぞれ計算している．事後保全時のペナ
ルティ費用を以下に設定する．  
 特急工事費用などの直接経費については，標準工事費と考える予防保全費用の 2 倍，
社会基盤機能停止に伴う損失を先の直接費用と同額の場合（ケース 1）と，相対的比
較対象としてケース 1 の 5 倍の損失が生じる（ケース 2）とする．図 510 をケース 1，








 図 512 は，予防保全年齢に対する総期待保全費用について，事後保全時のペナル
ティ cd＝12（先のケース 2 に相当）における修復レベルの違いごとにまとめた結果で，
いわば最適予防保全年齢を記した図である．図 512 では，事後保全レベル R1 が初期
耐力値 R0 に近い場合，ほとんど差が出ない様子が分かる．ケース 2 の場合，図 511 
および図 512 より，最適予防保全年齢 T*は 13 年，最適補修レベル R1*は 4.35m であ
ることが分かる．本ケースの場合，修復レベルは総期待保全費用に対し大きな影
響を与えていないが，予防保全年齢はそれに比べ大きな影響力を持っている．す













図 512 予防保全年齢に対する総期待保全費用  
 5.3.3 現状回復モデル
 

















関数 ( )tΛ を持つ非定常ポアソン過程に従うと考えられ，次式として与えられる．
 





図 513 現状回復モデル概要図  
N2(t)は，時刻
j 回事後保全が実施される確率は，平均値






















ΦλΛ                  (5.52) 
 
したがって，1 再生区間 TR 中に発生する期待事後保全回数は，次式として求めること
ができる．  
 







E N TR j N TR j TR               (5.53) 
 
修復にかかわる費用構造としては，1 回の予防保全に必要な大規模補修費用を cp と
する．また，1 回の事後保全費用を cm とし，保全レベルに依存しないとする．以上よ
り，各再生期間における総期待保全費用は次式として求められる．  
 










=                        (5.55) 
 
（1）最適予防保全年齢 TR*について  










TRTRTR =− Λλ                      (5.56) 







λ              (5.57) 
 
上式（5.56）の解の存在，およびそのユニーク性について考える．式（5.56）の左辺
を ( )TRξ とおく．このとき，明らかに次式が成立する．  
 


























待保全費用 CII(TR*)を次式として与えることができる．  
 





北西部 Den Helder の海岸防波堤のデータ設定とする．ただし， t 年後の堤高（耐
力）の低下のみを 0.007tm とした．予防保全費用 cp を単位費用，つまり cp＝1 とする．
また，事後保全費用 cm を緊急対応および社会的損失を表すペナルティを考慮し，単位
保全費用に対する重みを用いて cm＝δcp とする．本数値実験においては δ＝12 とし，
前節の数値実験例におけるケース 2 の費用設定とほぼ同じ状況とする．  
 図 514 は，第 1 種波浪襲来頻度 λ2＝1,2,3 に対する単位期間当たりの総期待保全費
用を表している．第 1 種波浪襲来間隔の減少（λ2 の増加）に対し，最適予防保全年齢
TR*は短くなる．これは，施設耐力減少に伴う施設破壊確率の増加がもたらす現象であ
る．最適予防保全年齢 TR*が高年齢になっているのは， t 年後の施設耐力劣化が小さ













































15 現状回復回数制限モデル概要図  
W(v,TR)は，次式として求められる．



































































TRvC                     (5.64) 
 
（1）最適事後保全上限回数 v*について  
 式（5.64）を最小とする最適事後保全回数の上限 v*について考察する．有限な予防
保全時間 TR>TR*に対し，有限な最適上限回数 v*が存在する場合，次式を満たす．  
 










TRvU <−≥ ,1, **               (5.65) 
 
ここで，関数 U(v,TR)は次式として与えられる．  
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傷モデルにおいて 2 種類の施設保全モデル，耐力劣化モデルにおいて 3 種類の施設保
全モデルを提案した．また，衝撃型累積損傷モデルにおいては，予防保全を実施する
累積損傷量 k，間隔 TR を制御変数として，耐力劣化モデルにおいては，予防保全を実
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RCCLCC += 1                          (6.1) 
ここに，
1C ：初期建設費， RC ：期待補修費（設計供用期間の補修費の平均値）である．  




































































































































供用年数間の総補修費を NR 回繰り返した  
平均値（期待補修費   ）を算出  


















































期待補修費   と総補修費の標準偏差を算出  
供用年数間の総補修費を算出 




































4．LCC の算定  
2，3 で算出した初期建設費と期待補修費を足し合わせて，LCC を算出する．  
 
5．最適消波材の決定  
1～4 を選定した消波材の種別（各トン型）ごとに行い，その中で LCC が最小とな
った種別が対象地点での最適な消波材と判定される．  
 
6.3 消波ブロックを対象とした LCC の算定
 
 ここでは，6.2.3 に述べた最適設計のフローにしたがって，消波ブロックを対象とし
















































61 に併記している．  
1t～30t，右が 40t～100t
表 61 シーロックの種類  
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た．ブロックの積み方は，2 層整積と乱積（全断面被覆）の 2 種類とする．また，沖
合から防波堤設置位置までの海底は 1/30 の一様勾配としている． 
 つぎに，消波ブロックの各トン型に対する断面積内のブロック個数は，以下の式に
より算出される．  
















い，各地点に設定されている 50 年確率波高 H50 と裾長度γ50 により，式 (6.3)，(6.4)で
尺度母数 A と位置母数 B を与える． 










γ                         (6.3) 

















γ                      (6.4) 
ここに，y10，y50：再現期間 10 年，50 年に対する基準化変量で，極値分布関数が Weibull
分布の場合，再現期間 R 年は次式で与えられる． 
    ( )[ ] kR Ry 1'ln λ=                         (6.5) 
ここに，λ '：高波の平均発生率，k：極値分布関数の形状母数である．表 62 に各地点







ータ数 247，有効統計年数（後述）16.9 年）に対して最小 2 乗法による極値分布関数
111 
 
の推定 6)を行い，最適合の分布関数とその母数，H50 およびγ50 を求めた．表 62 は，
それらの結果も合わせて示した．ただし，λ 'の値については 6.4 で述べる． 
 
 
表 62 極値分布関数に関する条件 
 
 
 周期については，小舟ら 8)や全国港湾海洋波浪観測資料 25 か年統計資料 9)を参考
に各地点の沖波波形勾配を設定し，次式により与える． 
    ( )
00





















地点 分布関数 H 50 (m) γ 50 A B λ '
茨城（鹿島港） ワイブル［1.0］ 9.1 1.20 0.94 2.48 22.6
大阪（神戸港） ワイブル［1.0］ 4.1 1.23 0.48 0.96 14.7
鳥取（鳥取港） ワイブル［1.4］ 7.9 1.13 1.33 2.61 20.7
高知（室津港） 極値Ⅰ型 10.9 1.25 1.35 2.68 8.8
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表 63 潮位に関する条件 
 
 



















      (6.7) 
    ( ) [ ]θβ 5.138.0
000
tan20exp028.0
−= LH                 (6.8) 
    [ ]θβ tan2.4exp52.01 =                       (6.9) 
    ( ) [ ]{ }θβ tan4.2exp32.0,92.0max 29.000max ×= −LH          (6 .1 0 ) 
ここに，H1/3：波浪変形後の有義波高，h：防波堤設置水深，tanθ：海底勾配，β0，β1，
βmax は略算係数である．なお，算出された H1/3 には波浪変形の推定誤差を考慮するも



























ロックについては，法面勾配 1:1.5 の場合で a＝2.32，b＝1.56 が用いられており，c
は高橋ら 10)と同様に c＝0.2 とする．ブロックの代表径については，体積の 3 乗根と
地点 H.W.L. (m) L.W.L. (m) 平均値 (m)
茨城（鹿島港） 1.50 0.00 0.75
大阪（大阪港） 1.74 0.00 0.87
鳥取（鳥取港） 0.50 0.00 0.25






























し，式（6.13）を変形した次式により，累積被災個数 N0(i*1)が生じる波数 N’を求める． 
















nrH            (6.14) 
式（6.14)において，当該年における発生波数を N(i)とし，これに N’を加え，N＝N(i)+ 
N’とする．つぎに，N と H1/3(i)を用いて，式（6.13）より，当該年までの累積被災度
個数 N0(i)を求める． 
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    rKPK ×=                           (6.16) 
ここに，K：共通仮設費，Kr：共通仮設費率，P：算出対象費用（直接工事費）である．
共通仮設費率は算出対象費用によって変化し，算出対象費用が 600 万円以下の場合,Kr
＝7.97%となり，20 億円以上場合，Kr＝2.80%となる．また，算出対象費用が 600 万
円から 20 億円の間の場合，以下の関係式で与えられる． 
    1
1
b
r PaK ×=                           (6.17) 
ここに，a1,b1 は定数値であり，港湾工事の構造物では a1＝132.7，b1＝－0.1802 であ
る．また，現場管理費の算出も上記と同様な方法を用いるが，共通仮設費と率と定数
値が異なる．各費用の率と定数値を表 64 に示す． 
 
 




 6.1 で述べたように，従来の研究では海岸・港湾構造物の LCC をモンテカルロ法に
より算定する際，高波の発生回数が年 1 回に限定されていた．しかし，構造物の被災





 高波発生回数の統計的特性については，合田 12)が酒田港と Kodiak 島の高波データ
を用いて年間の発生回数の非超過確率を求め，これがポアソン分布で近似できること
直接工事費 600万円以下 20億円を超えるもの
下記の率とする a 1 b 1 下記の率とする
7.97% 132.7 -0.1802 2.80%
直接工事費 700万円以下 10億円を超えるもの
下記の率とする a 1 b 1 下記の率とする






















図66 高波発生回数の累積相対度数とポアソン分布（鹿島港）  
 
 






















     λ		
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図68 高波発生回数の累積相対度数とポアソン分布（鳥取港）  
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 ここでは，上に述べた方法により消波ブロックの LCC を算定する．補修判定基準
は，消波材の被災断面積の全被覆断面積に対する割合で与え，高山ら 4)にならってそ
の割合が 5%以上となったときに補修を行うものとする．また，構造物の供用期間は
50 年とする．高波発生回数は，年 1 回とする場合と，6.4 で適用性が示されたポアソ
ン分布を用いて与える場合の計算を行う．LCC 算定においては，表 62 に示した λ '
の値を式（6.18）の λ に用い，一様乱数からポアソン乱数を発生させて各年の高波発
生回数を与える．  
 6.2.3 の手順に述べた供用期間（50 年）の繰り返し回数については，高橋ら 10)が行
った式（6.11）にもとづく期待被災度の計算において，50 年の繰り返し回数が 2000
回程度で統計的に安定な結果が得られたとしていることから，本節でも高波の発生を
年 1 回とする場合の 2000 回（したがって高波の合計回数は 10 万回）を基準とした（以
下，この計算をケース 1 と表記）．ポアソン乱数で各年の発生回数を与える場合も，
高波の合計回数が約 10 万回となるように繰り返し回数を設定した（以下，ケース 2）．
なお，λ 'の値が大きい茨城や鳥取の場合は，繰り返し回数が 100 回以下となることか
ら，繰り返し回数の影響の有無を確認するために，ポアソン乱数で発生回数を与える




 図 610～図 613 にシーロック 2 層整積の LCC 算定結果を示す．図中の破線は，そ
れが示す Dn 以上の消波ブロックで両ケースの期待補修費がゼロとなったことを表し
ている．また，ケース 3 の結果は示していないが，ケース 2 との差異は最大で LCC
の 5%程度であった．  
これらの図より，Dn が小さいブロックではケース 1 と 2 の差は大きいが，Dn が大
きくなるにつれて両ケースで期待補修費が急減し，両者の差は小さくなる傾向にある．
図中の矢印は LCC の最小点を示しており，LCC を評価基準とした場合には，その Dn
が最適なブロック径であると判定される．H50 が他の地点の約半分以下である大阪で





ケース 1 での LCC 最小点を点線の矢印で示しているが，ケース 2 での最適径と異な
っている．この主な原因は期待補修費の違いにあるが，鳥取のみでこのような結果に





図 610 消波ブロックの代表径と LCC との関係（茨城）  
 
 





































図 612 消波ブロックの代表径と LCC との関係（鳥取）  
 
 
図 613 消波ブロックの代表径と LCC との関係（高知）  
 
 
次に，図 614～図 617 は，シーロック 2 層整積の場合について，6.2.3 の手順で述
べた供用期間中の総補修費の標準偏差σCR と LCC の比を示したものである．図にはケ
ース 3 の値も示しているが，ケース 2 との差はわずかである．  
図 610～図 6.13 に示したように，大阪を除く 3 地点では Dn が小さいブロックでケ
ース 1 の LCC がケース 2，3 よりもかなり小さいため，ケース 1 でのσCR と LCC の
比が大きくなっているが，Dn の増加に伴ってケース 2，3 のσCR と LCC の比が上回る．
また，図中の矢印は，図 610～図 613 の矢印と同様に LCC の最小点を示すものであ
る．2 層整積において，鳥取を除く 3 地点における LCC の最小点はケース 1 から 3
で同一の Dn となるが，総補修費の変動の LCC に対する割合（σCR/LCC）には差があ
る．すなわち，高波発生回数の考慮の有無にかかわらず LCC が最小となる最適径が



































図 614 総補修費の標準偏差と LCC との比（茨城）  
 
図 615 総補修費の標準偏差と LCC との比（大阪） 
 


































































工を消波ブロックの 2 層整積と乱積（全断面被覆）として LCC 算定を行ったところ，
LCC を最小とするブロック径が高波発生回数の与え方で異なったのは，2 層整積と
乱積で各 1 地点であった．  
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 本章では，これまでの各章で得られた研究成果を要約し，本論文の結論とする．  
 
 第 1 章では，研究の背景および研究の目的を述べた．そして，本論文の構成と各章
の概要を述べた．  
 




























































ルにおいては，予防保全を実施する累積損傷量 k，間隔 TR を制御変数として，耐力劣
125 
 











 第 6 章では，高波発生回数の統計的特性を考慮し，モンテカルロ法により防波堤消





工を消波ブロックの 2 層整積と乱積（全断面被覆）として LCC 算定を行ったところ，
LCC を最小とするブロック径が高波発生回数の与え方で異なったのは，2 層整積と
























































































































































・複合型被災モデル1 における反射率変化：規則波  




























   
（a）砕石 35～50g の反射率変化（法面勾配 1:1.5，1:2.0）  
 
   
（b）砕石 50～70g の反射率変化（法面勾配 1:1.5，1:2.0）  
 
   
















0.0321 0.0223 0.0164 















0.0321 0.0223 0.0164 















0.0321 0.0223 0.0164 















0.0321 0.0223 0.0164 















0.0321 0.0223 0.0164 















0.0321 0.0223 0.0164 





   
（d）砕石 100～130g の反射率変化（法面勾配 1:1.5，1:2.0）  
 
 
   
（e）砕石 130～150g の反射率変化（法面勾配 1:1.5，1:2.0）  
 
 
























0.0321 0.0223 0.0164 















0.0321 0.0223 0.0164 















0.0321 0.0223 0.0164 















0.0321 0.0223 0.0164 





   
（a）砕石 35～50g の反射率変化（法面勾配 1:1.5，1:2.0）  
 
   
（b）砕石 50～70g の反射率変化（法面勾配 1:1.5，1:2.0）  
 
   
（c）砕石 70～100g の反射率変化（法面勾配 1:1.5，1:2.0）  
 














0.0349 0.0219 0.0169 















0.0422 0.0260 0.0174 















0.0408 0.0251 0.0187 















0.0494 0.0304 0.0201 















0.0476 0.0293 0.0206 















0.0576 0.0354 0.0235 





   
（d）砕石 100～130g の反射率変化（法面勾配 1:1.5，1:2.0）  
 
 
   



























0.0544 0.0334 0.0224 















0.0658 0.0405 0.0268 















0.0593 0.0365 0.0242 















0.0718 0.0442 0.0293 





    
（a）消波ブロック No.1_74g の反射率変化（法面勾配 1:1.5，1:2.0）  
 
    
（b）消波ブロック No.2_247g の反射率変化（法面勾配 1:1.5，1:2.0）  
 
    
（c）消波ブロック No.3_473g の反射率変化（法面勾配 1:1.5，1:2.0）  
 

















0.0321 0.0223 0.0164 


















0.0321 0.0223 0.0164 
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0.0321 0.0223 0.0164 


















0.0321 0.0223 0.0164 


















0.0321 0.0223 0.0164 





    
（d）消波ブロック No.4_232g の反射率変化（法面勾配 1:1.5，1:2.0）  
 
    
（e）消波ブロック No.5_472g の反射率変化（法面勾配 1:1.5，1:2.0）  
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0.0321 0.0223 0.0164 





      
（a）消波ブロック No.1_74g の反射率変化（法面勾配 1:1.3，1:1.5）  
 
      
（b）消波ブロック No.2_247g の反射率変化（法面勾配 1:1.3，1:1.5）  
 
      



















0.0364 0.0253 0.0186 


















0.0392 0.0272 0.0200 


















0.0545 0.0378 0.0278 


















0.0586 0.0407 0.0299 


















0.0677 0.0470 0.0346 


















0.0729 0.0506 0.0372 





      
（d）消波ブロック No.4_232g の反射率変化（法面勾配 1:1.3，1:1.5）  
 
      































0.0534 0.0371 0.0272 


















0.0574 0.0399 0.0293 


















0.0570 0.0396 0.0291 


















0.0613 0.0426 0.0313 




































(d) 高知  































































































(d) 高知  
付図10 総補修費の標準偏差と LCC との比（乱積） 
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